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2lp- 3 同居住宅に関する研究

第１報　二世帯同居の住生活の実態

住　　居

　　　　　　　　日本女大家政　沖田富美子　　　桜の聖母短大　Ｏ佐藤美枝子

目的　近年高齢化現象に伴なう、一人暮らしの高齢者の増加あるいは都市圏内の土地取得

が困難になっている。土地の有効利用の面から二世帯住宅＊の果たす役割は大きく、二世

帯住宅の需要は増加してい｡る。本研究は一地方都市における二世帯同居住宅にみられる住

まい方の実態とその居住者の住意識を把握することにより、地方都市における二世帯住居

の方向性を探ることを目的とする。特に住居水準(収入・職業など)と入居者の成層過程(

家族構成・世代など)による差異を明らかにする。

方法　福島市及び福島市近郊における二世帯同居住宅居住者を対象に、親と子世帯それぞ

れにアンケート調査を中心に聞き取り調査を行った。調査対象数は、親、子各世帯220件

で有効回収数は各208世帯である。調査期間は1992年8月中旬～9月中旬である。

結果①今回調査対象地域では、敷地に２住戸あるいは母屋十離れのタイプはほとんどなく、

一住宅に親子両世帯が居住する形態が多い(208件中189件)。しかし、いわゆる二世帯住宅

は約１割ある。②現住宅は親の持家が約半数を占め、居間、台所、食事室の形式からみる

と、３室が一室、台所・食事室が一緒、３室が別々の３タイプに分散する。③同居するに

あたって新築された住宅は２割である。④生活行為別その空間の現状と満足度については、

居間、接客室、食事室、台所、浴室、玄関、便所、洗面所の各空間ともに共用のものが多

くその現状に満足しているものが多い。⑤しかし、親と子により現状に対する満足度及び

今後の希望に対する傾向はやや異なる。⑥同居に対する意識は、現在の同居に満足してい

るものは親(55％)子(40％)ともに約半数である。＊親・子世帯住空間が独立している住宅。

2lp-4 加齢に伴う住み方の特徴一有料老人ホームにおける入居者調査を通して一
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　目的80年代後半より、わが国においても本格的な公的高齢者向け住宅の供給が開始さ

れたが、なお、入居者の加齢の進行とそれに伴う自立度の低下や日常生活の変化にかかわ

る住宅計画には、不明瞭な点が多い。本研究では、これより10年程先駆けて設置された、

民間による有料老人ホームの１事例を対象に継続的に入居者の加齢にともなう自立度の

低下や住生活の変化について明らかにすることから、今後の高齢者向け住宅の計画に示唆

を得ることを目的としている。

　方法　1979年に宝塚市に設置された有料老人ホーム(248戸)において、設置後半年の時点

に一次調査、1983年に二次調査、1990年に三次調査を、いずれも、アンケート用紙留置自

記法、住み方調査の２通りで実施した。回収数は、一次(114.31)二次(146.45)三次(149.

49)である。なお、二人以上の世帯については、男性、年長者に回答をお願いした。

　結果Ｌ回答者の年齢は、75歳以上力i一次28.1%、二次31.5%、三次59.8%と急激に高齢fﾋ

が進行している。2.給食の利用は、二次では一次より２割も減少したが、三次で１割程度

回復している。住戸への配食サービスが開始されたことも大きな理由であろう。3.入浴に

ついては、大浴室の利用が低下して住戸内の浴室の利用が増えている。 4.生辞r為の場か

らみた住み方の変化については、二次で｢同一室内における生活行為の重複による混乱が

避けられる｣方向での変化が認められたのに対して、三次では、それに加えて〈就寝〉と

　〈日中すごす〉部屋の重複が増加したことが特徴である。5.ベッド利用は、一次38.9%、二

次45.9%、三次57.7%と1動口し、今後の利用希望はさらに高い。以下省略。
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